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本講演の内容は，主に，新道路プロジェクト「権利と効率のストック効果
に基づく社会的意思決定⽅法と実⽤的なストック効果計測⼿法の開発（研
究代表者：⼩池淳司） 」の成果に基づいています．
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事業評価体系の日英比較

The Green Book（財務省）
・政府全体の政策評価指針

Transport Business Case Guidance（運輸省）
・5つの視点から交通政策を総合的に評価するためのガイダンス

①戦略，②経済，③商業，④財務，⑤管理

Transport Appraisal Guidance
（運輸省）
・費用便益分析のガイダンス

戦略策定の各種ガイ
ドライン(運輸省）
上位政策への貢献度
分析，Economic 
Narrative作成など

上位政策の変化に整合的な意思決定ルールを構築し，
戦略と経済の整合性を重視

Green Book Review 2020（財務省）
•有識者や関係者から現行の評価体系の問題点をヒアリング．
•財務省はLevelling up促進のためにもB/Cに依存した優先順位
付けを改めるべき（戦略と経済の整合性強化の必要性を提言）．

※英国はB/C導入時の1970年代からB/C≧1の事業化基準は無
いが，B/Cの大きい事業が優先的に整備されてきたことに対する
指摘．

保守党Manifesto2019 by Boris Johnson
• Brexit後の経済活性化政策としてLevelling upを掲げる

政策評価に関する基本方針（総務省）
・政府全体の政策評価指針

公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針 共通編
（大臣官房）
新規採択時評価実施要領（大臣官房）
新規採択時評価実施要領細目，総合評価要綱（各部局）

費用便益分析マニュアル（各部局）

上位政策の変化に整合的な意思決定ルール
はなく、B/Cに偏重した評価体系

国土強靭化，デジタル田園都市構想，国土形成計画や社
会資本整備重点計画等で地方都市に対するインフラ政策
の重要性を指摘

❓
国・地域発展のため
の戦略と道路整備の
関係性が不明確で

ある．

Value for Money Framework
（運輸省）
・経済評価のフレームワーク

英国 日本

整合

３便益によるB/Cに偏重した
評価体系

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）
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戦略策定の日英比較

戦略策定のガイドラインを整備し，経済に偏重した優
先度判断とならないよう戦略と経済の整合性強化

英国 日本

Green Book Review 2020以降，戦略の作成方法に関
するガイドラインを拡充．

戦略とは，国の上位政策に具体的にどのように貢献するの
か，不完全競争を前提としたWider Economic Impacts
を計測する際のEconomic Narrative（効果発現のシナリ
オ）の明確化等を指す．

Levelling up toolkitガイドラインでは，戦略策定に利用
するデータと戦略策定の視点を提示.

Capturing Local Context in Transport Appraisal
ガイドラインでは，Wider Economic Impacts計測時に
作成するEconomic Narrativeの作成方法・作成例を提示．

加えて，Place-Based Analysisとして地域への帰着効果
を分析し戦略を策定するための分析の考え方を提示．

28ページ構成 36ページ構成

我が国では，計画段階評価実施要領として，「達
成すべき政策目標の明確化」が示されているが，
地域の経済をどのように成長させるかに関する
記載はない．道路整備がトリガーとなり地域の何
を変革させるかに関する記載がない．

B/Cのみによる経済評価が最上位の意思決定情
報となるため，仮に現場で戦略面の整理をしたと
しても整理結果が意思決定に反映されにくい．

戦略と経済が整合的な意思決定を行えていない．

事業評価として、Place-Based analysisに該
当するような効果の帰着先の整理はなされてい
ない．

意思決定時の戦略評価の位置づけが無い
ため，経済評価に偏重した意思決定（事業
化判断）

30ページ構成

事業評価において
「戦略策定」が位置づけられ
ていないため，ガイドライン

も存在しない

6

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）



道路ネットワーク整備の政策評価
n⽣産⼒効果（ストック効果）

• インフラ投資を⾏うことによってGDPがどの程度成⻑するか
を分析

• 市場アクセス（MA）指標

4

𝑌 = 𝐴𝐿!𝐾"

𝐴 = 𝐵𝐺#

𝑌:⽣産量，𝐴：全要素⽣産性，𝐿:労働量，𝐾：
資本量，𝐵：係数，
𝐺：インフラ整備⽔準

投資額では事業の特性が考慮されない！

<latexit sha1_base64="0jf8eBCek1iTE8q8Z1BaIUmvjHQ="></latexit>

lnMAo = ln
X

d

⌧�✓
od Ld

𝐿! ：地域dの雇⽤者数や⼈⼝，𝜏"!：地域
od間の所要時間，𝜃 ：距離抵抗パラメータ

時間距離短縮効果 集積効果
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n 道路ネットワーク整備の指標

⾃市内の所要時間
（ただし，Siはi市
の可住地⾯積
(km2 )， 𝑣は⼀般道
路平均移動速度
	(km/分)）

① 都市圏間MA ② 都市圏内MA
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<latexit sha1_base64="IaclYhEzUc7Adz5vLxoirCuFV8w="></latexit>

(1) 中期： (2) 長期：
1971年～1990年 1971年～2010年パネルA：事業所数

� lnMA 0.431 1.410

(0.661) (1.083)

� lnMA⇥� lnma 1.404
⇤⇤⇤

2.350
⇤⇤⇤

(0.381) (0.510)

Hansen J 0.087 0.002パネルB：従業者数
� lnMA 0.448 1.282

(1.072) (1.361)

� lnMA⇥� lnma 1.612
⇤⇤⇤

3.326
⇤⇤⇤

(0.489) (0.225)

Hansen J 0.122 0.835パネルC：従業者 1人当たり付加価値額
� lnMA 0.764

⇤
1.248

⇤

(0.417) (0.719)

� lnMA⇥� lnma 0.891
⇤⇤⇤

1.023
⇤⇤

(0.267) (0.411)

Hansen J 0.183 0.046サンプルサイズ 1,241 1,241操作変数 � ln gMA
inc

� ln gMA
inc

Dinc
o � ln gMA

hub
Dinc

o � ln gMA
hub

� ln gMA
inc

⇥� ln fma � ln gMA
inc

⇥� ln fma

K-P Wald F 20.68 20.43

S-WF :� lnMA 28.79 27.74

S-WF :� lnMA⇥� lnma 49.41 48.01

Clustered Robust standard errors in parentheses,
⇤⇤⇤ p <0.01, ⇤⇤ p <0.05, ⇤⇤ p <0.1

都市圏間MAの弾⼒性値
（1971-2010年）

道路ネットワーク整備の政策評価

※戦時下の計画道路を操作変数に⽤いて，「⽣産性の⾼い（低
い）地域に道路整備が⾏われる」といった逆の因果性に対処

• ⾼規格道路NW整備による恩恵は，
都市部で⼤きい．

• 地⽅部では，道路整備の有無で明暗
が別れる．



7

7

Wider Economic Impactsに加えて便益換算不可能な
指標も含めてValue for Moneyに基づいて経済評価．

B/Cを算出後，Value for Moneyに基づいて評価
（1990年代より導入）

実質的に費用便益比のみで評価
（B/C導入時の1990年代より変更なし）

英国 日本

エビデンス検証中
の便益

確定的な便益 便益に出来ない
指標

経済評価は，Wider Economic Impactsや便
益換算不可能な指標等を含まない確定的な３便
益のみによるB/Cに基づいて評価.

英国のValue for Moneyのような費用便益比
より上位にある経済評価の概念・指針が無い．

経済評価に関する費用便益比の上位概念・
指針が存在しない

Wider Economic 
Impacts

経済評価の日英比較

３便益のみ

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）



○各国の費用便益比（B／C）の扱いは日本と異なっている。
○道路整備に伴う効果は多岐多様に渡る一方、費用便益分析において、日本で考慮している便益の項

目は、各国と比較しても限定的となっている。

費用便益分析の各国比較（道路事業）

韓国
カナダ

ブリティッシュコロンビア
州

アメリカ
ニュージーラン

ド

オーストラリ
ア

スウェーデンノルウェーオランダフランスドイツイギリス日本

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1 *1事業化要件としてのB/Cの扱い

●●●●●●●●●●●●走行時間短縮

評
価
指
標

●●●●●●●●●●●●走行経費減少

●●●●●●●●●●●●交通事故減少

▲△●●●●▲●▲走行時間信頼性向上

▲▲●△△●●
走行快適性の向上

（車両・歩行者・自転車）

▲アメニティ価値

▲△
オプション価値・

非利用価値

●△▲●●●●▲●●●温室効果ガス削減

●△●●●●▲●●●
大気汚染の減少（温室効果ガス削減

以外）

●△▲●●●●▲●●●騒音低減

△△水質汚染の改善

△その他環境への影響

△●△△△△▲広域的な経済効果

▲△産業振興・観光

△荷痛み軽減

▲△●●△●△●健康の増進

▲救命率向上

●▲●
間接税収の増加
（供給者便益）

▲△▲△△△△まちづくりへの影響

△地価への影響

△●地域分断の軽減

△△△自然災害リスクへの影響

△人為災害リスクへの影響

△▲△▲△△△自然保護・生物多様性への影響

△△△景観への影響

△△△△文化・遺産への影響

▲△建設期間中の影響

星取表の凡例／ ●：便益として加算している項目、▲：事業特性によっては便益として加算しても良いとされる項目、△：便益として加算しないが定量的な検討を行っても良いとされる項目

*1: 事業採択の前提条件：「便益が費用を上回っている」
*2: 各国の評価マニュアル上、B/C>1の規定は確認されず、B/C（またはNPV）とその他の効果で判断していることを確認 10

便益評価の項⽬と各国の対応

8出典：令和６年度 第１回公共事業評価⼿法研究委員会 資料１より抜粋

「⽣産性」の効果を事業評価時の指標に採⽤している国は増えつつある！



⽣産性向上便益の計測⼿法開発
n Donaldson and Hornbeck(2016)に基づき，⼀般均衡型の貿易理論か
ら推定式を導出

9

〇前提
� 産業：1セクター
� 𝑚個に分割された地域（⽣産地𝑜，消費地𝑑），𝑛種類の財𝑗（差別化財）
� 完全競争市場
� iceberg型輸送費⽤
� 地域𝑜の全要素⽣産性シフトパラメータは確率分布に従う

ln 𝑤! = 𝜅" +
1 + 𝛾𝜃

1 + 𝛽 + 𝛾 𝜃
ln
𝐴!
𝐿!
−

𝛾𝜃
1 + 𝛽 + 𝛾 𝜃

ln
𝐴!
𝑆!
+

1
1 + 𝛽 + 𝛾 𝜃

ln𝑀𝐴!	

〇⽣産地𝑜の代表企業における労働者賃⾦⽅程式（構造⽅程式）

⇒Redding and Turner(2015) を参考にして，この構造⽅程式をもとにマーケット
アクセス𝑀𝐴! 	と賃⾦ 𝑤!に関する誘導形の推定式を定義し，マーケットアクセス𝑴𝑨𝒐	
が賃⾦ 𝒘𝒐に及ぼす因果効果を推定する．



n ⽣産性向上労働者賃⾦⽅程式の推定における利⽤データ
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利⽤データ 内容

年次（賃⾦データ） 1980年、1985年、1992年、1997年、2002年、2007年、2012年、2016年

産業分類（𝑠） 1.鉱業・製造業、2.建設業、3.サービス業 ※第1次産業はデータ無し

賃⾦（𝜔!"）
きまって⽀給する現⾦給与額（円／⼈・⽉）
※労働者単位、年次別、産業別
※川⼝（2011）を参考に15歳以上59歳以下の男性労働者データを利⽤
※各年6⽉の⽀払い実績 出典：賃⾦構造基本統計調査

マーケットアクセス
（𝑀𝐴#(!) = ∑& 𝜏#&'( 𝐿&）

𝜏#&：都市雇⽤圏𝑜𝑑間の最短所要時間（分）
𝐿&：⽬的地の15歳以上⼈⼝（⼈）
※都市雇⽤圏単位、年次別 出典：所要時間はNITASより算出、15歳以上⼈⼝は国勢調査

就業者密度（𝐷𝑒𝑛#(!)" ）
集積の経済が⽣じるものとし，全要素⽣産性の指標として与える（ 𝐥𝐧𝑨𝐨(𝐢) = 𝐥𝐧𝑫𝒆𝒏𝐨(𝐢)

𝒔 ）．
都市雇⽤圏別の就業者数（個⼈、有給役員、正社員、パート・アルバイト、臨時雇⽤者、休業者の
合計）／都市雇⽤圏の⾯積（⼈／㎢） ※都市雇⽤圏単位、年次別、産業別 出典：国勢調査

教育年数（𝑒𝑑𝑢!"）
学歴を「中卒、⾼卒、⾼専・短⼤卒、⼤卒・院卒」に区分
※労働者単位、年次別、産業別 出典：賃⾦構造基本統計調査

潜在経験年数（𝑒𝑥𝑝!"）
川⼝（2011）を参考に年齢から学歴に基づく想定年齢（中卒は15歳、⾼卒は18歳、⾼専・短⼤卒は
20歳、⼤卒・院卒は22歳）を差し引くことで算出
※労働者単位、年次別、産業別 出典：賃⾦構造基本統計調査

労働者の種類（𝑡𝑦𝑝!"）
製造業・建設業について、労働者の種類を「⽣産労働者、管理・事務・技術労働者」に区分
※製造業・建設業の従業員5⼈以下の企業は全て「⽣産労働者」
※サービス業従事者は「管理・事務・技術労働者」のみ  出典：賃⾦構造基本統計調査

操作変数 内容

⽣産地𝑜のマーケットアクセス

𝑀𝐴#(!) =;
&

𝜏#&'( 𝐿&

以下の2変数を⽤いて算出
𝜏#&：地域𝑜𝑑間の直線距離
𝐿&：消費地𝑑の明治17年⼈⼝ 出典：⽇本全国⼾⼝表.明治17年1⽉1⽇調（財務省⼾籍局）

⽣産地𝑜の就業者密度 𝐷𝑒𝑛#(!) <𝐿#：⽣産地𝑜の明治17年⼈⼝密度 出典：⽇本全国⼾⼝表.明治17年1⽉1⽇調（財務省⼾籍局）
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生産性向上便益の計測手法の開発（手法②）

• 手法②：誘導形による設定値は産業別のアクセシビリティ変化に対する弾力性パラメータを設定する。

□□□産業分類
-A農業，林業
-B漁業

0.127C.鉱業，採石業，砂利採取業
0.0960D.建設業
0.0917E.製造業

-F.電気・ガス・熱供給・水道業
0.125G.情報通信業
0.0412H.運輸業，郵便業

-I.卸売業，小売業
0.0624J.金融業，保険業

-K.不動産業，物品賃貸業
0.0547L.学術研究，専門・技術サービス業
-0.250M.宿泊業，飲食サービス業
-0.160N.生活関連サービス業，娯楽業
-0.108O.教育，学習支援業

-P.医療，福祉
0.0384Q.複合サービス事業
0.0721R.サービス業（他に分類されないもの）

-S公務
-T分類不能の産業

□□□ =□ □
□□□□□

□□□□□

□□
□

− □ □□□□□
□□

□□□□□ ,□□□□□：地域□における整備有無のアクセシビリティ
□□□：地域□産業□の生産性変化の弾力性パラメータ
□□□□□：地域□産業□の付加価値額

▼生産性向上便益（手法②）

▼適用可能地（都市雇用圏）

▼産業別のアクセシビリティ変化に対する弾力性パラメータ

① / ②②時間短縮便益①生産性向上便益

約25%385.4億円/年97.4億円/年

近畿都市圏の高速NW

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）
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権利に関連する意思決定をする際の他政策との連携必要性について

• 医療均霑化を目的に交通基盤整備のみを先行して整備をすると，地方部の患者が都市部医療施設へ流入するようになることで地
方部の医療施設が撤退し，結果的に地方部の医療サービスが低下することが危惧される．

• そのため，医療均霑化のためには，医療施設の適切な施設配置を前提とした交通基盤整備が必要となる．つまり，「権利のストック
効果」の観点からは，交通基盤整備のみを推し進めるのではなく，医療施設の拡充施策と連動とした交通基盤整備の意思決定が必
要である．

直接効果

間接効果

①

②

③

④

① 交通基盤整備

② 都市の医療充実度が向上

③ 周辺の地方患者を吸収

④ 地方医療の縮小

■選択と集中のメカニズム

：道路建設

：患者の流れ

④

B A

C

D

④
③

図 患者数の変化（公立・公的病院維持シナリオ）

2030年 2040年 2050年

図 患者数の変化（交通基盤整備シナリオ）

2030年 2040年 2050年

■政策別の患者数の数値シミュレーション■交通基盤整備による選択と集中のメカニズム（イメージ）

交通整備のみを行うと，将来，都市部へのアクセス性が向
上することで地方部の医療施設が撤退し，結果的に地方部
の医療サービスレベルが低下することが懸念される．
→交通基盤整備と医療施設拡充の包括的意思決定が必要

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）
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被災による影響の⾼い道路台風23号による円山川の氾濫
（H16年10月19～21日）

南海トラフの巨大地震
による最大震度分布

（資料）国土交通省

（資料）内閣府

（資料）国土交通省

紀伊半島大水害の被害
（H23年被災直後）

累積脆弱度※

 ：0.01-0.99  ：1.00

 ：1.01-2.99  ：3.00-

○ 奈良県南部など、代替路が少なく道路ネットワークが脆弱な地域で甚大な被害が発生

○ 南海トラフ地震の発生が懸念される南部は，紀勢自動車道の未供用区間の被害可能性が高い

※ 「道路ネットワークの防災機
能の向上効果 計測マニュアル
（案）」（国土交通省）に基
づく試算結果
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rsz【整備後の脆弱度  】

【整備前の脆弱度  】Orsz
発生直後 24hour 48hour 72hour

発生直後 24hour 48hour 72hour

l発生直後は，市町村役場までの

アクセス・イグレスが寸断する

ため，整備前後の脆弱度に大き

な差は確認できない

l２４時間が経過すると，高速Ｉ

Ｃまでのアクセス・イグレスは

啓開するものの，拠点までは到

達不可のため，整備前後の脆弱

度に大きな差は確認できない

l４８時間が経過すると高速道路

ＩＣから主要拠点（市町村等）

まで啓開されるため，整備後で

は沿線自治体で大きく改善

※脆弱度の変化が最も大きい

l７２時間が経過すると，和歌山

県内の国道４２号が全線啓開さ

れるため，整備前後の脆弱度に

大きな差は確認できない

内陸ルートは狭幅員の区間
が存在するため、大型車の
通行は困難な可能性有

国道42号（啓開後）からの
アクセスによるもの
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事業評価改定方針の全体像（案）

• 英国を中心とした諸外国の事業評価制度をふまえて，「現行の制度・予算編成下での改定方針」および「制度・予算編成の抜本的な
見直しによる改定方針」を示し，このうち現行の制度・予算編成下での改定方針について具体的な手法整理を行った．

【現行の制度・予算編成下での改定方針】 【制度・予算編成の抜本的な見直しによる改定方針】

需要の少ない地域でも暮らし続ける権利を守るために，
道路事業のみならず医療・教育拡充等の地域として最低
限提供すべき政策・サービスと連携した意思決定

■科学的判断（Scientific Judgement）

※現状の事業評価に対する改善点
• 工区単位評価からネットワーク単位評価へ
• 戦略と整合的な経済性評価（Value for Money）
• VfMのための便益指標の拡張
• 権利概念は「価値の存在に意味のある効果」としてVfMに考慮

BCRを拡張したValue for Moneyによる道路整
備の経済性評価

BCRを拡張したValue for Moneyによる
道路整備の経済性評価

13

「需要の少ない権利確保が
主目的の事業」は他政策と
連携した意思決定が必要
のためVfMによる経済性
評価から切り離す

ブロック・都道府県等で戦略策定（国の上位計画に対
する道路整備の貢献内容を明確にした戦略策定）

ブロック・都道府県等で戦略策定（道路以外の医療・教育
等の権利確保政策もふまえた戦略策定）

整合 整合

整合

戦略と整合的なVfM結果に基づく判断

■科学的判断（Scientific Judgement）

■専門家判断（Expert Judgement）

戦略と整合的なVfM結果に基づく判断

■専門家判断（Expert Judgement）

■専門家判断（Expert Judgement）

【我が国における専門家判断を行う組織】
• 国土交通省（本省，地方整備局）による道路管理者としての判断
• 社会資本整備審議会道路分科会地方小委員会および事業評価

監視委員会による有識者としての判断
→各専門家判断の結果を明確にしたうえで，最終的な政治判断
（Political Judgement）に委ねる．

※他省庁と連携し専門家判断を行う組織が必要
例えば，仏国では各省庁職員で構成される首相付専門組織（counter 
expertise），蘭国では経済政策分析局（CPB）が政策横断的な専門家
判断を実施

※評価と予算化の意思決定分離によるネットワーク評価の定着

（出典：令和６年度第１回公共事業評価⼿法研究委員会資料）


